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平成３１年(2019年)３月７日

　一般社団法人山口県産業廃棄物協会会長　様
                   　　           　　　　 　山口県環境生活部長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（公印省略）

多量排出事業者による産業廃棄物処理計画及び産業廃棄物処理計画
実施状況報告策定マニュアル（第３版）について（通知）

本県の廃棄物行政の推進につきましては、平素から格別の御協力を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、このたび、平成２３年３月に作成された「多量排出事業者による産業廃棄物処理計画等の策定マニュアル」について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律（平成29年法律第61号。以下「改正法」という。）の改正等の内容（電子マニフェストの使用の一部義務化）を踏まえた見直しが行われ、別添のとおり環境省環境再生・資源循環局廃棄物規制課長から通知がありましたので、お知らせします。
なお、多量排出事業者に対しては、産業廃棄物処理計画（以下「処理計画」という。）及び産業廃棄物処理計画実施状況報告（以下「実施状況報告」という。）を作成する際には、次の環境省ホームページに掲載されている当該マニュアルを参照の上、作成するよう、各環境保健所を通じて周知することとしておりますので、申し添えます。
(http://www.env.go.jp/recycle/waste/laws/kaisei2017/index.html)

【改正内容】
　改正法により、特別管理産業廃棄物の多量排出事業者のうち、前々年度
の特別管理産業廃棄物（ＰＣＢ廃棄物を除く。）の発生量が50トン以上の
事業場を設置する事業者が、当該事業場から生ずる特別管理産業廃棄物（前
同）の運搬又は処分を他人に委託する場合に、電子マニフェストの使用が
義務付けられた（平成32年(2020年)4月1日施行)ため、処理計画及び実
施状況報告に新たに「電子情報処理組織の使用に関する事項」が設けられ
たことによる所要の改正
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